
ひょうご仕事と生活センター 

中小企業育児・介護等離職者雇用助成事業実施要領 

 

 

（目的） 

第１条 この要領は、結婚、配偶者の転勤、妊娠、出産、育児、介護を理由に前職を離職した

労働者を新たに雇用した中小企業等の事業主に支給する中小企業育児・介護等離職者雇用助

成金（以下「助成金」という。）に関する事項を定めて、再就職を希望する者の就業機会の

確保を図り、継続的なキャリアアップができる働き方を促進し、もってワーク・ライフ・バ

ランスの推進に資することを目的とする。 

 

（用語の定義） 

第２条 この要領において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 中小企業 常時雇用する労働者が300人以下であるものをいう。 

(2) 会社等 会社法（平成17年法律第86号）第２条で定義する「株式会社」、「合名会社」、

「合資会社」、「合同会社」をいう。 

(3) 常時雇用 雇用期間の定めのない又は１年以上の雇用契約で、かつ、１週間の所定労働時

間が30時間以上である雇用をいう。 

(4) 正社員 

  次のアからウのすべてに該当する労働者をいう。 

ア 雇用期間の定めのない労働契約による労働者で、かつ、当該企業等において正規の従業

員として位置づけられている労働者であること。 

イ 所定労働時間が同一の事業主に雇用される通常の労働者の所定労働時間（以下「通常所

定労働時間」という。）と同じ労働者であること。 

ウ 同一の事業主に雇用される通常の労働者に適用される就業規則等に規定する賃金の算

定方法及び支給形態、賞与、退職金、休日、定期的な昇給や昇格の有無等の労働条件につ

いて長期雇用を前提とした待遇（以下「正社員待遇」という。）が適用されている労働者

であること。 

(5) 短時間勤務正社員 

  次のアからウのすべてに該当する労働者をいう。 

ア 雇用期間の定めのない労働契約による労働者で、かつ、当該企業等において正規の従業

員として位置づけられている労働者であること。 

イ 当該労働者に適用される所定労働時間が通常所定労働時間と比較して短い労働者であ

ること。 

ウ 正社員待遇が適用されている労働者であって、時間当たりの基本給、賞与、退職金等の

算定方法等が、同一の事業主に雇用される正社員と比較して同等である労働者であること。 

(6) 非正社員（フルタイム） 雇用期間の定めのない又は１年以上の雇用契約による労働者

で、かつ所定労働時間が通常と同じ労働者のうち、正社員待遇が適用されない労働者をいう。 

(7) 非正社員（フルタイム以外） 雇用期間の定めのない又は１年以上の雇用契約による労働

者で、所定労働時間が通常所定労働時間と比較して短く、かつ正社員待遇が適用されない労

働者をいう。 

(8) 身分転換 労働契約を変更し、次のアからエのいずれかに該当する場合をいう。 

ア 非正社員（フルタイム）として新規雇用して助成金を支給された際の対象労働者を正社

員とする場合 

イ 非正社員（フルタイム）として新規雇用して助成金を支給された際の対象労働者を短時

間勤務正社員とする場合 



ウ 非正社員（フルタイム以外）として新規雇用して助成金を支給された際の対象労働者を

正社員とする場合 

エ 非正社員（フルタイム以外）として新規雇用して助成金を支給された際の対象労働者を

短時間勤務正社員とする場合 

 

（新規雇用による対象労働者） 

第３条 新規雇用により対象とする労働者は、次の各号のいずれにも該当する者とする。（以

下「対象労働者」という。） 

(1) 前職（直近で、第２条第４号から第７号のいずれかの雇用形態で雇用されていた職をい

う。以下同じ。）の企業等を結婚、配偶者の転勤、妊娠、出産、育児（小学校就学の始期に

達するまでの子の育児とする。）又は介護により離職していること。 

(2) 前職の離職から本助成金の申請にかかる雇用までの期間が６年未満又は離職理由が妊娠、

出産、育児である場合、末子出産後２年未満であること。 

(3) 申請する企業等の県内事業所において、雇用保険被保険者として雇用されており、かつ当

該事業所が加入する厚生年金保険及び健康保険の被保険者として雇用されていること。 

(4) 申請する企業等の県内事業所において、第２条第４号から第７号に定める雇用形態で新

規雇用されたこと。 

   なお、申請する企業等の県内事業所において既に第２条第４号から第７号に定める雇用

形態以外で雇用されていた労働者を同条同号に定める雇用形態に変更した場合は、新規雇

用として扱うものとする。 

 

（身分転換による対象労働者） 

第４条 身分転換により対象とする労働者は、次の各号のいずれにも該当する者とする。（以

下「身分転換による対象労働者」という。） 

(1) 過去に非正社員（フルタイム以外）又は非正社員（フルタイム）として新規雇用され、

助成金を支給された際の対象労働者であること。 

(2) 新規雇用による対象労働者を雇用した日から５年以内に身分転換を行った者であること。 

 

（対象事業者） 

第５条 支給の対象とする事業者は、次の各号のいずれにも該当する者とする。（以下「対象

事業者」という。） 

(1) 本助成金の採用決定報告書提出時、常時雇用する労働者が300人以下であること。 

(2) 本助成金の採用決定報告書提出時、常時雇用する労働者20人以下（ただし、会社等につい

ては100人以下）の県内事業所において、対象労働者が生じたこと。 

(3) 育児休業・介護休業及び休業者の原職復帰等について労働協約または就業規則等に規定

していること。 

(4)「ひょうご仕事と生活の調和推進企業宣言要綱」に基づき、仕事と生活の調和の推進に取

り組むことを宣言し、宣言の期間内にある企業等であること。 

(5) 過去３年間に労働関係法令に関し重大な違反がないこと。 

(6) 過去３年間に悪質な不正行為により国、地方自治体から本来受けることのできない助成

金等(委託料を含む)を受け、または受けようとしたことにより助成金等の不支給措置を取

られていないこと。 

(7) 雇用保険の適用事業主であること。 

(8) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）第２条第５

項に規定する性風俗関連特殊営業及び同条第１１項に規定する接客業務受託営業のうち店

舗型性風俗特殊営業から委託を受けて当該営業を行う事業主でないこと。 

(9) 国、地方公共団体、独立行政法人、地方独立行政法人及びこれらと密接な関係のある公社

等でないこと。 



(10) 企業等の代表者又は取締役等が雇い入れられる対象労働者と３親等以内の親族でないこ

と。 

(11) 暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２項に

規定する暴力団もしくはその統制下の団体ではないこと。 

(12) 県税滞納がないこと。 

 

２ 前項の第３号については雇用の際にこれによりがたい場合は、第９条第１項の支給申請書

の提出のときまでに、当該条件を満たすこととする。 

 

（助成金の支給） 

第６条 公益財団法人兵庫県勤労福祉協会理事長（以下「理事長」という。）は、対象事業者

に予算の範囲内で助成金を支給することができる。 

 ただし、対象事業者が次の各号のいずれかに該当する場合には支給しないものとする。 

(1) 支給申請書の提出の際に、対象労働者が現に在職していない場合。 

(2) 対象労働者に支払うべき賃金について、支払っていない場合等適正な実施がなされてい

ないと認められる場合。 

(3) 第３条第３号及び第４号による新規雇用又は第４条による身分転換を行ったにもかかわ

らず、支給申請書の提出の際に、これらの条件を満たしていない場合。 

 

（支給額） 

第７条 助成金の支給額は、新規雇用による対象労働者又は身分転換による対象労働者各１人

につき別表のとおりとする。 

２ 当該申請年度において、本助成金の支給は、同一事業所で２件以内とする。 

３ 対象労働者に係る助成金は、同一労働者につき新規雇用時１回、身分転換時１回に限り支

給するものとする。 

４ 前３項以外の労働者で前年度又は当該年度に支給している場合は支給対象としない。 

 

（採用決定報告書又は身分転換決定報告書の提出） 

第８条 助成金を受給しようとする対象事業者は、第３条に規定する新規雇用を決定したとき

は、雇用日の翌日から起算して概ね３か月以内に、「ひょうご仕事と生活センター中小企業

育児・介護等離職者雇用採用決定報告書（新規雇用コース）（様式第１－１号）」又は「ひ

ょうご仕事と生活センター中小企業育児・介護等離職者雇用採用決定報告書（再雇用コース）

（様式第１－１号：再）」に次の書類を添え、理事長に提出するものとする。対象事業者が

第４条に規定する身分転換を決定したときは、決定日の翌日から起算して概ね３か月以内

に、「ひょうご仕事と生活センター中小企業育児・介護等離職者雇用身分転換決定報告書（様

式第１－２号）」を理事長に提出するものとする。 

ア 労働協約(写)又は就業規則等(写) 

(ｱ) 一定の要件を備えた育児休業・介護休業を定めていることが確認できる部分 

(ｲ) 育児休業・介護休業取得者の原職等への復帰を定めていることが確認できる部分 

(ｳ) 当該雇用による対象労働者に適用される賃金及び格付け等の処遇について確認できる

部分 

イ 雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（事業主通知用）(写) 

ウ 雇入れ通知書(写)等対象労働者の部署、職務、所定労働時間が確認できる書類 

エ 対象労働者の離職前の雇用状況が確認できる書類 

オ 退職理由を確認できる書類 

カ 申請に係る事業所加入の厚生年金保険及び健康保険の被保険者であることを確認でき

る書類 

 



２ 理事長は採用決定報告書を受け付けるものとする。 

３ 第１項の採用決定報告書を提出した事業者がその提出した内容を変更しようとする場合

は、あらかじめ「ひょうご仕事と生活センター中小企業育児・介護等離職者雇用採用・身分

転換決定変更報告書（様式第２号）」を、理事長に提出するものとする。 

４ 国の両立支援等助成金（再雇用者評価処遇コース）（以下「両立支援助成金」という。）

を受給する場合は、第１項の規定に関わらず、第９条の支給申請書と第１項の採用決定報告

書を同時に提出することができるものとする。 

 

（支給申請書の提出） 

第９条 前条により採用又は身分転換決定報告書を提出した対象事業者は、対象労働者を新規

雇用後又は第４条第２号の期間内に身分転換した後６か月間継続雇用した日の翌日から起

算して３か月以内（ただし、両立支援助成金を受給する場合は、両立支援助成金の支給決定

日の翌日から起算して１か月以内、及び天災その他当該期間に申請しなかったことについて

やむを得ない理由があるときは、当該理由のやんだ日の翌日から３か月以内）に「ひょうご

仕事と生活センター中小企業育児・介護等離職者雇用助成金支給申請書（新規雇用コース）

（様式第３号）」又は「ひょうご仕事と生活センター中小企業育児・介護等離職者雇用助成

金支給申請書（再雇用コース）（様式第３号：再）」に次の書類を添え、理事長に申請しな

ければならない。 

(1) 新規雇用による対象労働者に係る支給申請の場合は、次の書類を添付すること。 

ア  対象労働者のタイムカード(写)、賃金台帳(写)等対象労働者の就労実績が確認できる書類 

イ  県税に係る納税証明書（個人県民税及び地方消費税を除く。延滞金等の附帯金を含む。） 

ウ  「ひょうご仕事と生活の調和推進企業宣言」登録証の写し 

(2)両立支援助成金を受給する場合は、前号イ、ウ及び次の書類を添付すること。 

ア 両立支援助成金の支給申請書（写）及び支給決定通知書（写） 

(3) 身分転換による対象労働者に係る支給申請の場合は、第１号イ、ウ及び次の書類を添付す

ること。 

ア 当該身分転換による対象労働者に適用される賃金及び格付け等の処遇について転換前

後で異なることが確認できる部分の労働協約（写）又は就業規則等（写） 

イ 当該身分転換による対象労働者の身分転換前後のタイムカード（写）、賃金台帳（写）、

雇入れ通知書（写）等対象労働者の部署、職務、所定労働時間が確認できる書類 

２ 理事長は申請内容に疑義が生じた場合は、対象事業者に対して関係書類の提出を求めるこ

とができる。 

 

（支給決定等） 

第10条 理事長は、支給申請書を受け付けたときは、その内容を審査し、助成金の支給が適当

と認められる場合は、予算の範囲内で支給の決定を行い、「ひょうご仕事と生活センター中

小企業育児・介護等離職者雇用助成金支給決定通知書（様式第４号）」により、支給が適当

と認められない場合は、不支給の決定を行い、「ひょうご仕事と生活センター中小企業育児・

介護等離職者雇用助成金不支給決定通知書（様式第５号）」により、それぞれ対象事業者に

対しすみやかに通知するものとする。 

 

（助成金の請求） 

第11条 理事長は、前条の支給決定により支給決定額の確定を行ったのち、対象事業者から提

出される「ひょうご仕事と生活センター中小企業育児・介護等離職者雇用助成金請求書（様

式第６号）」により助成金を支給する。 

 

（支給決定の取消し） 

第12条 理事長は、助成金の支給決定を受けた対象事業者が虚偽の申請その他不正な行為によ



り助成金の支給を受けた場合等助成金の支給決定がこの要領に反する等不適当であると判

明した場合には、支給決定を取消し、支給した助成金の返還を求めることができる。 

２ 理事長は、前項の取消しの決定を行った場合には、その旨を「ひょうご仕事と生活センタ

ー中小企業育児・介護等離職者雇用助成金支給決定取消通知書（様式第７号）」により対象

事業者に通知するものとする。 

 

（助成金の返還） 

第13条 理事長は、前条第１項の取消しを決定した場合において、既に助成金が支給されてい

るときは、当該決定の日から１５日以内の期限を定め、当該助成金の返還を命じることがで

きるものとする。 

  ただし、やむを得ない事情があると認めたときは、期限を延長することがある。 

 

（加算金及び遅延利息） 

第14条 対象事業者は、前条の規定により助成金の返還を命じられたときは、その命令に係る

助成金受領の日から返還に係る金額の納付の日までの日数に応じ、当該助成金の額につき年

１０．９５パーセントの割合で計算した加算金を公益財団法人兵庫県勤労福祉協会（以下

「協会」という。）に納付しなければならない。 

２ 対象事業者は、前条第１項の規定により助成金の返還を命じられ、これを前条の期限まで

に納付しなかったときは、納付期限の日の翌日から納付の日までの日数に応じ、当該未納額

（前項の加算金を含む）につき年１０．９５パーセントの割合で計算した遅延利息を協会に

納付しなければならない。 

 

（台帳の整備） 

第15条 協会は「ひょうご仕事と生活センター中小企業育児・介護等離職者雇用助成金支給台

帳（様式第８号。以下「支給台帳」という。）」及び「ひょうご仕事と生活センター中小企

業育児・介護等離職者雇用助成金不支給台帳（様式第９号。以下「不支給台帳」という。）」

を作成するなど、助成金の支給事務を整理するとともに、関係書類を整理保管するものとす

る。 

２ 協会は、前項の支給台帳、不支給台帳及び関係書類を理事長が助成金の支給の決定又は不

支給を行った日が属する年度の翌年度の４月１日から起算して５年間保存するものとする。 

 

（その他） 

第16条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は別途定める。 

 

附則  この要領は、平成２６年４月１日から施行する。 

 

附則  この要領は、平成２７年４月１日から施行する。 

２ 第３条第４号に規定する正社員以外(フルタイムに限る)は、平成２７年４月１日以降に新

規雇用を行った者に限るものとする。 

３ 第４条第２号に規定する身分転換日は、平成２７年４月１日以降に身分転換を行った者に

限るものとする。 

 

附則  この要領は、平成２８年４月１日から施行する。 
 

附則  この要領は、平成２９年４月１日から施行する。 

ただし、平成２９年３月３１日以前の新規雇用又は身分転換については、従前の要領を適

用する。 

 



附則  この要領は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

附則  この要領は、平成３１年４月１日から施行する。 

２ 第３条本文第４号に規定する新規雇用のうち、非正社員（フルタイム以外）については、

平成３１年４月１日以降に新規雇用を行ったものに限る。 

 

附則  この要領は、令和２年４月１日から施行する。 

２ ただし、令和２年３月３１日以前に採用決定報告書を受理している先については、従前の

要領を適用する。 

  



別表（第７条第１項関係） 

 

雇用時の身分 前職の離職理由 

助成金の支給額（注 1） 

前職と同一 

企業が雇用 

前職と異なる 

企業が雇用 

正社員 妊娠、出産、育児、介護 （注 2）  

結婚、配偶者の転勤 ５００千円 

短時間勤務正社員 妊娠、出産、育児、介護 （注 2）  

結婚、配偶者の転勤、 ４００千円 

非正社員（フルタイ

ム） 

結婚、配偶者の転勤、妊

娠、出産、育児、介護 
２００千円 

非正社員（フルタイ

ム以外） 

結婚、配偶者の転勤、妊

娠、出産、育児、介護 
１００千円 

（注 1）身分転換により支給する場合は、転換後に該当する支給額と既に支給した額との差額

とする。 

（注 2）両立支援助成金の受給対象となる場合は、該当する助成金の支給額から両立支援助成

金支給額を差し引いた額とする。 

 


